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第１章 序章 

 

 

１）池田町福祉の動向 

 １－３ 池田町福祉の動向 １）～９） 池田町の保健・福祉・医療の動向（令和 2～4 年度版）より引用 

 

① 池田町の人口・世帯等の状況 （国勢調査より） 

 

② 人口ピラミッド（令和５年４月１日） 

 

③ 出生数の状況 （住民課住民係より ※ 人数は電算数値） 
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④ 障害手帳所持者等の推移（令和５年３月３１日現在）  （単位：人） 

 

※精神保健福祉手帳所持者数は、精神保健福祉センター提供データ ※通院医療費公費負担数値は、長野県提供データ 
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⑤ 自立支援給付サービス利用者数の推移 

 

※登録者でなく、利用実績のあった実人員と実時間を集計。 

     グループホームは体験を含む。 

     ３月～翌年２月ベースで集計しています。 

     計画相談は県へ報告した実績なので、支払い実績とは異なります。 

 

  



第１章 序章 

 

 

⑥ 多世代相談センター相談対応（次世代育成支援事業） 

■ 延べ相談件数 

 
 

■主たる相談内容（延べ件数）             令和 5 年 3月 31日現在 

 

 

 

⑦ 自殺者数 

平成 28年度 4 

平成 29年度 0 

平成 30年度 1 

令和元年度 2 

令和 2年度 1 

令和 3年度 4 

令和 4年度 0 

（人） 
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⑧ 要介護認定者数の推移 
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⑨ 認定時疾患（原因疾患）の状況 

■主な疾患の推移 

 

⑩ 生活保護受給者数 （基準日：3月 31日） 

令和元年度 34 

令和 2年度 36 

令和 3年度 35 

令和 4年度 33 

令和 5年度 40 

（人） 

 

⑪ 成年後見制度利用者数 （基準日：12月 31 日） 

（令和 5年 5月 29日 第１回北アルプス圏域権利擁護推進ネットワーク協議会委員会 資料より） 

  
利用者数（人） 

成年後見 保佐 補助 任意後見 合計 

令和 3年度 18 6 1 1 26 

令和 4年度 19 4 1 1 25 

 

⑫ 成年後見人等と本人の関係別件数 

（令和 5年 5月 29日 第１回北アルプス圏域権利擁護推進ネットワーク協議会委員会 資料より） 

親族 弁護士 司法書士 社会福祉士 社会福祉協議会 市民後見人 その他法人 その他 

7 4 1 12 2 0 0 0 
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２）高齢者実態調査からみる高齢者の生活や意識 

北アルプス広域連合 実施期間：R4.11.16-12.28 対象者：元気高齢者（介護保険を利用していない 65 歳以上の方）61 名、要

介護認定者（介護保険を利用している 65 歳以上の方）378 名 

 

 

 

 

3.2%

19.3% 68.0%

2.9% 6.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

地域住民のの有志によって、健康づくり活動や趣味

等のグループ活動を行って、いきいきとした地域づ

くりをすすめるとしたら、あなたはその活動に参加

者として参加してみたいですか（○はひとつ）

1是非参加したい ２参加しても良い 3参加したくない

4既に参加している 99無回答

18.3% 31.0% 25.1% 22.0% 3.7%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

からだを動かすことについて

（⑦昨年と比べて外出の回数が減っているか）

とても減っている 減っている あまり減っていない

減っていない 無回答

元気高齢者では約

40％（⑦町内会・自治

会は 50％以上）が、

何らかの地域の会や

グループ活動に参加

しています。 

介護認定者では、「既

に参加している」人は

2.9％にまで減少しま

す。 

一方で、介護認定者で

あっても 22.5％の人

が「是非参加したい」

「参加しても良い」と

回答しています。 

以下、調査対象 要介護者 

一方で、体を動かす機

会についての問いで

は、昨年と比べ外出の

回数が減っている人

は 49.3％います。 
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57.1% 40.2% 2.6%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

からだを動かすことについて（⑧外出を控えているか）

はい いいえ 無回答

27.7%

12.2%

56.8%

19.2%

11.3%

6.1%

13.1%

1.4%

24.4%

36.6%

7.0%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

病気

障害（脳卒中の後遺症など）

足腰などの痛み

トイレの心配（失禁など）

耳の障害（聞こえの問題など）

目の障害

外での楽しみがない

経済的に出られない

交通手段がない

新型コロナウイルス感染症の感染予防

その他

外出を控えている理由（※無回答を除く）

また、外出を控えてい

る人は 57.1％おり、 

 

その理由として「足腰

の痛み」をあげる人が

56.8％、「交通手段が

ない」と回答する人が

24.4％います。 

・新型コロナウイルスの感染拡大の結果、外出の回数が減っています。要介護状態になっても、趣味

活動に参加したいと答えた人も一定数いますが、足腰の痛みに次いで交通手段がないために外出

を控えている人が多くいることが分かります。 

・フレイル予防、介護予防、生活の質の向上のため、介護認定を受けても外出しやすい環境整備や仕

組みが必要です。 
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51.1%

9.5%

18.5%

14.6%

20.1%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

子ども（義理を含む）

孫

兄弟・姉妹（義理を含む）

その他の親族

近くに住む親族はいない

あなたが急病の時などで手助けが必要な時、（同居

以外で）おおよそ30分以内に駆けつけてくれる親族

はいますか。（○はいくつでも）

いる

1.5%

11.1%

41.3%

22.7%

13.7%

2.6%

7.0%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

自治会・町内会・老人クラブ

社会福祉協議会・民生委員

ケアマネジャー

医師・歯科医師・看護師

地域包括支援センター・役所・…

その他

いない

家族や友人・知人以外で、何かあった時に相談する相手

「近くに住む親族は

いない」と回答した人

は 20.1％でした。前回

の調査よりも約４%増

加しています。「子」と

回答した人の割合が

最も多くなりました

が、前回の調査よりも

割合は減っています。 

家族や友人以外では、

ケアマネージャーに

相談する人が 41.3%と

なっています。 
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36.5%

3.2%

36.2%

24.1%

24.9%

19.0%

9.5%

4.2%

32.5%

43.7%

43.9%

23.3%

32.8%

0.0%

15.6%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

外出の際の移動手段

財産やお金の管理

買い物

ごみ出し

庭の手入れ・草取り

掃除・洗濯・炊事

家の中の作業（家具の移動、電球の取替等）

ペットの世話

通院などの付き添い

急病など緊急時の手助け

災害時の手助け

安否確認等の定期的な声かけ・見守り

雪かき

その他

特にない・頼まない

あなたや家族が日常生活上の支援が必要になった時、

地域の人にどのような支援をしてほしいと思いますか。（○はいくつでも）

地域の人にしてほしい支援としては 4 割以上の人が「急病など緊急時の手助け」「災害時の手助け」を

希望しています。「外出時の移動手段」や「買い物」も高い割合となっています。 

・社会の変化から、緊急時に駆けつけてくれる近くに親族がいない高齢者は微増傾向にあります。家族

以外に相談できる人としてケアマネージャーをあげる人が 40％を閉め、期待される役割が大きいこ

とを示唆しています。 

・心配事や愚痴を聞いてくれる人が誰もいないと答えた人もおり、孤立を防ぐ対策が必要です。 

・困ったときに地域の人に求める支援として、災害時の手助けや買い物・移動の手助けを期待している

ことが分かます。地域住民の間で、支援しやすい仕組みや支え合い文化の醸成・風土づくりが必要で

す。 
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今後、地域包括支援センターに力を入れてほしい事業はなんですか。（○は３つまで） 

事
業
内
容
の
周
知 

高
齢
者
宅
へ
の
訪
問
等
に
よ
る
実
態
把
握 

高
齢
者
の
一
般
的
な
相
談 

認
知
症
の
相
談 

病
院
や
施
設
の
入
退
院
（
所
）
に
関
す
る
相
談 

介
護
予
防
の
普
及
啓
発
事
業 

（
健
康
教
育
、
健
康
相
談
等
） 

介
護
予
防
の
た
め
の
ケ
ア
プ
ラ
ン
の
作
成 

高
齢
者
虐
待
、
消
費
者
被
害
の
防
止 

成
年
後
見
制
度
の
周
知
と
相
談 

そ
の
他 

特
に
な
い 

15% 23% 35% 24% 26% 6% 8% 2% 3% 3% 27% 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

16% 45% 23% 12%

5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1

あなたは、高齢者の総合的な生活支援の窓口である、地

域包括支援センターのことをご存知ですか。（○は一つ）

1よく知っている 2ある程度知っている 3ほとんど知らない

4全く知らない 99無回答

・高齢者の総合相談窓口である地域包括支援センターに求められる事業は、地域の高齢者が不安を抱え

やすい場面とも受け取れます。 

・施設入所が必要な場面や、退院・退所時のサービス調整、認知症の相談、そして、分類しがたい一般

的相談に対し対応できるよう、職員の資質向上が必須です。また、多様な専門職との連携強化に努め

ます。 
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３）令和 5 年 5 月 12 日　第１回総合福祉センター運営委員会グループワーク記録 

 

 



第３章 池田町いのち支える推進計画 

 

 

４）池田町いのち支える推進計画（令和元年度～令和 5年度）事業評価 
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第４章 池田町成年後見制度利用促進計画 

 

 

５） 池田町成年後見制度利用促進計画（令和 3年度～令和 5年度）事業評価 

 

 



第４章 池田町成年後見制度利用促進計画 

 

 

 

 

  



第４章 池田町成年後見制度利用促進計画 

 

 

６）成年後見制度とは 

 

 成年後見制度は、認知症や知的・精神障がいなどによって、物事を判断する能力が十分ではな

い人について、家庭裁判所が本人の権利を守る援助者（成年後見人等）を選ぶことで、本人を法

律的に支援する制度です。 

 平成１２年に旧禁治産・準禁治産者宣告制度を見直し、障がいのある人も地域でその人らしく暮

らせる社会を目指すノーマライゼーション・残存能力の活用・自己決定権の尊重という３つの基本

理念のもと、介護保険制度とともにスタートしました。 

 本人、４親等内の親族、市町村長等からの申立てにより援助者を選任する「法定後見」と、本人が

判断能力のあるうちに将来に備えて「任意後見人」を選び、公正証書で任意後見契約を結んでお

く「任意後見」の２つの制度があります。 

 「法定後見」には、本人の判断能力に応じて「後見」・「保佐」・「補助」の３類型があり、選任され

た援助者はそれぞれ「後見人」・「保佐人」・「補助人」と呼ばれます。 

 家庭裁判所では、申立書に記載された候補者が適任であるかどうかを審理し、成年後見人等を

選びます。成年後見人等には、本人の親族のほか、法律・福祉の専門家や一定の研修を受けた第

三者（市民後見人）、福祉関係の法人などが選ばれます。 

  

 

  

成年後見制度 

 

既に判断能力が不十分な場合 

 後見   保佐   補助  

判断能力が 

全くない 

 

後見人に 

全般的な代理権と

取消権が 

与えられる 

（同意不要） 

判断能力が 

著しく不十分 

 

保佐人に 

特定事項以外の

同意権と取消権、

及び特定の代理

権が与えられる 

判断能力が 

不十分 

 

補助人に 

一部の同意権と 

取消権、及び 

特定の代理権が

与えられる 

 

 

将来、判断能力が 

不十分となったときに 

備える場合 

判断能力があるうち

に、任意後見人を 

選んで契約しておく 

 

判断能力が低下したら 

任意後見監督人が選任 

され、任意後見人に 

予め契約しておいた 

代理権が与えられる 

任意後見制度 法定後見制度 
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７） 合理的配慮と意思決定支援 

 

 平成 28年 4月 1日に施行された障害者差別解消法では、全ての国民が、障がいの有無によっ

て分け隔てられることなく、相互に人格と個性を尊重し合いながら共生する社会の実現に向け、障

がい者の社会生活における「不当な差別的取扱い」の禁止と「合理的配慮」の提供が求められて

います。 

 「合理的配慮」とは、障がいのある人が、障がいのない人と同等に「権利利益」を受けられるよう

に、個々の特徴や場面に応じて生じる困難さを取り除くための個別の調整や変更のことです。 

 下の図では、踏み台の木箱を背の高い人から背の低い人に移すという「合理的配慮」によって、全

員が野球観戦する「権利利益」が得られています。 

 
※ Interaction Institute for Social Change から引用 

 

 判断能力が十分ではない人は、自ら制度利用の必要性を訴えることが困難であり、虐待や消費

者被害等の人権侵害に遭いやすく、必要な介護・福祉サービスを適切に選択・決定することも難し

い状況におかれています。 

 判断能力が十分ではない人が、判断能力が十分ある人と同等に権利利益を受けられるには、「意

思決定」に対する「合理的配慮」＝「意思決定支援」が必要となります。 

 成年後見制度は、身上保護や財産管理によって本人を法律的に支援する制度ですが、本人の意

思をできるだけ丁寧にくみ取って、その生活を守り、権利利益を主張するという「意思決定支援」の

視点が重要となります。そのため、この計画では、「判断能力が十分ではない人」を「意思決定に支

援が必要な人」と表記しています。 

 

 

 

（形式的）平等 公正・公平 
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８） 大北地域における成年後見制度の現状と課題 

８）－１ 北アルプス成年後見支援センターの概要 

 北アルプス成年後見支援センターは、全国を上回るペースで高齢化が進む大北地域において、

認知症や知的・精神障がいなどにより意思決定に支援が必要な人の増加が見込まれる中、住み慣

れた地域で安心して暮らせる地域社会を実現するため、成年後見制度に関する広報、相談、手続

支援及び法人後見の受任等を行う機関として、平成 28年 4月 1日に開設しました。 

 開設にあたっては、平成 25 年度から北アルプス広域連合内地域包括支援センター連絡会や大

北障害保健福祉圏域自立支援協議会等で協議を重ね、平成27年度に設置した準備会で枠組み

を検討し、大北５市町村の連携協約による北アルプス連携自立圏事業として、大町市が中心となり

大町市社会福祉協議会に運営を委託しています。 

□ 名 称 北アルプス成年後見支援センター 

□ 所在地 〒398-0002 大町市大町 1129番地 大町市総合福祉センター内 

□ 電 話 （0261）22-1550 ＦＡＸ（0261）26-3856 

□ 開設日 月～金曜日（祝日・年末年始を除く） 

□ 実施状況（左：大北５市町村、右：大町市） 

年度 平成 30年 令和元年 令和 2年 令和 3年 令和 4年 

相談支援件数（件） 17

6 

13

0 

15

8 

10

3 

89 44 83 51 78 40 

法人後見対応件数（件） 36

5 

25

0 

96

8 

71

6 

88

2 

53

3 

90

8 

54

9 

1,1

41 

69

8 

法人後見 

受任状況 

（人） 

新規 5 4 11 9 1 0 5 2 4 3 

終了 0 0 4 3 3 2 3 2 4 3 

受任中 9 5 16 11 14 9 16 9 16 9 

※ 各年度 3月 31日現在 

事業名 成年後見支援センター運営事業 連携市町村名 

事業概要 圏域の成年後見支援センターを設置し、成年後見や権利擁護に関す

る相談への対応、各種支援、普及啓発等を行う。（運営委託） 

大町市・池田町・松川

村・白馬村・小谷村 

事業効果 圏域全体を対象とすることにより住民サービスの充実、業務の効率化につながるとともに、市

町村、関係機関等と連携して一元的・総合的に運営することにより、住民へのきめ細かい支

援、権利擁護が図られ、成年後見制度に対する地域理解が進展する。 

大町市の役割 センター運営委託契約の締結、成年後見業務における連携・協力 

連携町村の役割 成年後見業務における連携・協力 

費用の考え方 タイプⅠ（連携事業）大町市が予算化、連携町村が負担金を支出 

補助金等の名称 補助率 

市町村の広域連携推進事業交付金 1/2以内 

※ 出典：北アルプス連携自立圏連携ビジョン（第 2期） 
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８）－２ 成年後見制度の利用状況 

 大北５市町村の成年後見制度利用者数は、令和４年12月末現在で95人（内、大町市55人）

となっており、類型別の内訳は、後見：71 人（74.7％）、保佐：19 人（20.0％）、補助：2 人

（2.1％）、任意後見：3人（3.2％）となっています。 

 全国の成年後見制度利用者数は増加傾向にあり、令和 4年 12月末現在で約 24万 5千人と

なっており、類型別の割合は、後見：75.7％、保佐：17.9％、補助：5.2％、任意後見：1.2％となって

います。 

 

大北５市町村の成年後見制度利用状況（単位：人） 

 

※ 出典：成年後見制度利用促進施策取組状況調査時家庭裁判所提供資料（令和 4年 12月末現在） 

全国の成年後見制度利用者数の推移（単位：人） 

 

年 平成 29年 平成 30年 令和元年 令和 2年 令和 3年 令和 4年 割合 

後見 165,211 169,583 171,858 174,680 177,244 178,316 75.7％ 

保佐 32,970 35,884 38,949 42,569 46,200 49,134 17.9％ 

補助 9,593 10,064 10,983 12,383 13,826 14,898 5.2％ 

任意後見 2,516 2,611 2,652 2,655 2,663 2,739 1.2％ 

計 210,290 218,142 224,442 232,287 239,933 245,087 100.0％ 

大町市

55

池田町

25

松川

村

9

白馬村

5

小谷村

1

165,211 169,583 171,858 174,680 177,244 178,316

32,970 35,884 38,949 42,569 46,200 49,1349,593 10,064 10,983 12,383 13,826 14,8982,516 2,611 2,652 2,655 2,663 2,739

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

平成29年 平成30年 令和元年 令和２年 令和３年 令和４年

後見 保佐 補助 任意後見（人） 

後見

71

74.7%

保佐

19

20.0%

補助

2

2.1%

任意後見

3

3.2%
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※ 各年 12月末現在（出典：厚生労働省「成年後見制度の現状（令和 5年 5月）」） 

 成年後見人等と本人との関係別の内訳は、親族：19.1％、親族以外：80.9％となっています。更

に親族の内訳は、子：53.4％、兄弟姉妹：14.9％、配偶者：7.5％、親：6.8％などとなっており、親

族以外の内訳は、司法書士：36.8％、弁護士：27.1％、社会福祉士：18.3％、社会福祉協議会：

4.5％などとなっています。 

 また、申立人と本人との関係別の内訳は、子：20.8％、市区町村長：23.3％、本人：21.0％、兄弟

姉妹：11.3％などとなっています。 

全国の成年後見人等と本人との関係別件数（単位：件） 

                  

 

 

 

 

  

弁護士

8,682 

27.1%

司法書士

11,764 

36.8%

社会福祉士

5,849 

18.3%

社会福祉協

議会

1,432 

4.5%

税理士

58 

0.2%

行政書士

1,427 

4.5%

精神保健福祉士

57 

0.2%
社会保険労務士

107 

0.3%

市民後見人

271 

0.8%

その他法人

2,259 

7.1%

その他個人

98 

0.3%

（親族以外の内訳）

配偶者

570 

7.5%

親

511 

6.8%

子

4,037 

53.4%

兄弟姉妹

1,127 

14.9%

その他

親族

1,315 

17.4%

（親族の内訳）
親族

7,560 

19.1%

親族以外

32,004 

80.9%

（親族，親族以外の別）

※令和 4年中の選任（出典：厚生労働省「成年後見制度の現状（令和 5年 5月）」） 
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８）－３ 北アルプス圏域権利擁護推進ネットワーク協議会の設置 

 第１期計画に基づき、北アルプス連携自立圏の福祉専門部会での協議を経て、令和４年度に

「北アルプス圏域権利擁護推進ネットワーク協議会」（以下「圏域協議会」を設置しました。 

 圏域協議会では、「普及啓発」・「利用促進」・「総務」の３部会を構成し、それぞれのテーマに応じ

た課題について協議するとともに、先進地の視察等を実施しています。 

□ 名 称 北アルプス圏域権利擁護推進ネットワーク協議会 

□ 目 的 北アルプス圏域における福祉、医療、介護、司法等の地域連携体制を構築し、

高齢者及び障害者等への権利侵害の防止及び成年後見制度の利用促進等の権利擁護支援を

推進する 

□ 協議事項 （１）高齢者及び障害者等の権利擁護の普及啓発に関する事項 

（２）高齢者及び障害者等への権利侵害の防止に関する事項 

（３）成年後見制度の利用促進に関する事項 

（４）市町村が策定する権利擁護関連の計画に関する事項 

（５）前各号の他、権利擁護支援の推進に関し必要な事項 

□ 構成団体（２９団体） 

識見を有する者 
長野県弁護士会、リーガルサポートながの支部、長野県社会

福祉士会 

保健・医療に従事する者 
大北医師会、市立大町総合病院、北アルプス医療センターあ

づみ病院、大町保健福祉事務所 

高齢者及び障がい者の福祉相

談援助に従事する者 

圏域内社会福祉協議会（５）、圏域内地域包括支援センター

（７）、大北圏域障害者総合支援センター 

福祉行政機関 圏域内市町村（５）、北アルプス広域連合 

その他必要と認める者 
大北保護司会、大町警察署、金融機関（大町金融団推薦機

関） 

□ 部会構成 

普及啓発部会 
圏域内社会福祉協議会（５）、大北保護司会、大町警察署、金融機関（大

町金融団推薦機関） 

利用促進部会 

長野県弁護士会、リーガルサポートながの支部、長野県社会福祉士会、大

北医師会、市立大町総合病院、北アルプス医療センターあづみ病院、大町

保健福祉事務所、北アルプス広域連合 

総務部会 
圏域内地域包括支援センター（７）、大北圏域障害者総合支援センター、

圏域内市町村（５） 
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８）－４ 大北圏域の課題 

 第２期計画の策定にあたり、圏域協議会の総務部会で国の第２期基本計画で求められる市町村

の役割や大北地域における成年後見制度の現状と課題を共有するとともに、第１期計画の評価を

行い、今後の展望を整理しました。 

 

 

  

第１期計画の評価と展望 

◇ 圏域協議会を設置し、中核機関の役割を整理した上で、部会による課題解決に向けた協議

を行う体制が整備できた。国の第 2 期計画における機能強化の取組の「共通理解の促進」、

「多様な主体の参画・活躍」、「機能強化のための仕組みづくり」の視点から、情報共有と課題

別の協議を継続していく。 

◇ 圏域協議会の設置により、現行の構成団体については相互連携体制が構築できつつある

が、当事者団体や他の専門職団体等を加えて連携体制強化を図る必要がある。 

◇ 住民に身近な自治会・民生委員・小地域福祉ネットワーク・地区社協等との連携について

は、日常生活圏域単位で情報共有や意見交換ができる既存の会議体等を活用し、権利擁護

の意識啓発と関係者間の連携強化を図っていくことが望ましい。 

◇ 北アルプス成年後見支援センターによる広報活動全般の取組強化が図られ、支援関係者

への理解は進んでいるが、未だ一般住民への理解が浸透していない。これまでの取組を継続

するとともに、更なる普及啓発を図っていく必要がある。 

◇ 無料相談会のチラシに一次・二次窓口を明示し、中核機関職員研修により、一次相談担当

者の対応力向上が図られた。人事異動等があっても一定の相談対応ができるよう、継続的な

研修が必要である。 

◇ 実践力強化研修により、支援者への意思決定支援の普及啓発が図られている。国の第 2

期計画における福祉・行政・法律専門職による「支援」機能として、「チームの形成支援」と「チ

ームの自立支援」が求められる。 

◇ 毎月の無料相談会での助言に基づき、適切に市町村長申立てが実施できている。引き続き

適切に市町村長申立てが実施できるよう、市町村の体制整備が求められる。 

◇ 現時点では後見人等候補者の受任調整に困る場面が少ないため、受任調整会議の設置

は見送っているが、受任調整の仕組みづくりについては、今後も検討が必要である。 

◇ 現時点では、親族・第三者後見人等からの相談が少なく、ニーズがあるかの把握もできて

いないことから、まずは親族・第三者後見人等の相互交流の場について検討が必要である。 

◇ 成年後見制度利用支援事業のモデル要綱の整備により、圏域内の助成制度の統一に向け

た議論が進んだ。引き続き、助成制度の拡充と活用促進について検討していく。 

◇ 圏域協議会の視察先において、養成した人材が実際に受任できない現状や、受講者のフォ

ローアップに苦慮している現状から、当面市民後見人の養成は見送り、まずは法人後見を推進

して後見支援員を養成することが望ましい。 
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９） 用語の解説 

 

用 語 解 説 

権利擁護支援の 

地域連携ネットワーク 

※市町村成年後見制度

利用促進基本計画策

定の手引きより 

全国どの地域においても、必要な人が本人らしい生活を守るための制

度として成年後見制度を利用できるよう、各地域における相談窓口を整

備するとともに、権利擁護支援の必要な人を発見し、適切に必要な支援

につなげる地域連携の仕組み。「権利擁護支援の必要な人の発見・支

援」、「早期の段階からの相談・対応体制の整備」、「意思決定支援・身

上保護を重視した成年後見制度の運用に資する支援体制の構築」とい

う３つの役割を念頭に、既存の保健・医療・福祉の連携に司法も含めた

連携の仕組みを構築するものとされ、「チーム」「協議会」「中核機関」

を構成要素とする。 

 

チーム 

※市町村成年後見制度

利用促進基本計画策

定の手引きより 

協力して日常的に本人を見守り、本人の意思や状況を継続的に把握

し、必要な対応を行う仕組み。後見等開始前においては、地域の中で、

権利擁護支援が必要な人を発見し必要な支援へ結び付ける機能を果

たし、後見等開始後においては、本人の自己決定権を尊重し、身上保護

を重視した成年後見制度の運用を行うため、法的な権限を持つ後見人

と地域の関係者等が協力して日常的に本人を見守り、本人の意思や状

況をできる限り継続的に把握し対応する役割を果たす。国基本計画で

は、必要に応じ、法律・福祉の専門職が専門的助言・相談対応等の支

援に参画するとされ、できる限り既存の支援の枠組み（介護保険や障害

福祉のサービス担当者会議等）を活用して編成することとされている。 

 

協議会 

※市町村成年後見制度

利用促進基本計画策

定の手引きより 

後見等開始の前後を問わず、「チーム」に対し法律・福祉の専門職団体

や関係機関が必要な支援を行えるよう、各地域において、専門職団体

や関係機関が連携体制を強化し、各専門職団体や各関係機関が自発

的に協力する体制作りを進める合議体。中核機関が事務局機能を担

う。必ずしも一つの会議体である必要はなく、既存の支援の仕組み（地

域ケア推進会議、自立支援協議会、高齢者虐待防止ネットワーク連絡

会、権利擁護センター運営委員会） 

などを活用することができる。それぞれのネットワークの機能を拡充した

り、複数の会議体を活用したり、打ち合わせ等を行うことによって「期待

される成果」を発揮することができる。 
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用 語 解 説 

中核機関 

※市町村成年後見制度

利用促進基本計画策

定の手引きより 

専門職による専門的助言等の支援の確保や、協議会の事務局など、地

域連携ネットワークのコーディネートを担う機関。様々なケースに対応で

きる法律・福祉等の専門知識や、地域の専門職や幅広い関係者との信

頼関係を維持発展させ、円滑に協力を得るノウハウ等を段階的に蓄積

しつつ、地域における連携・対応強化を継続的に推進していく役割を担

うことが求められる。 

受任調整 

※市町村成年後見制度 

利用促進基本計画策

定の手引きより 

「家庭裁判所が適切な後見人を選任できるよう、本人を取り巻く支援の

状況等を家庭裁判所に的確に伝えることができるようにするための検

討」（国基本計画）を行う。「市町村長申立ての適切な実施や、『親亡き

後』の障がい者の長期にわたる後見等を意思決定支援・身上保護を重

視した運用に変えていく支援体制を早期に整備していく観点」（国基本

計画）から、市町村長申立ての候補者推薦を行うところから始めている

市町村が多い。 

大北障害保健福祉圏域 

自立支援協議会 

障害者総合支援法に基づき、大北圏域における障害福祉計画の推進と

障害福祉サービスの適切な運用及び相談支援事業の適正かつ効果的

な運営体制を確保するための協議会。 

北アルプス連携 

自立圏事業 

地方自治法第２５２条の２に基づく「連携協約」により、大町市と池田

町、松川村、白馬村、小谷村が、協議の整った施策分野について、相互

に連携して取り組む事業。「連携協約」制度は、平成２６年の地方自治

法の一部改正により創設された。 

小地域福祉 

ネットワーク 

小地域単位で要援護者一人ひとりに近隣の人びとが見守り活動や援

助活動を展開する住民組織。 
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１０）池田町高齢者福祉計画（令和 3年度～5年度）事業評価 
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第６章 池田町障害者計画（池田町障害福祉計画・障害児福祉計画） 

 

 

１１）池田町障害者計画（平成 30年度～令和 5年度）事業評価 
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